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「石川中裁判を支える会」の「総会と講演の集い」を下記の要領で開きます。会員の皆様、未会員の皆様、万障繰り合わせの上ご参集ください。


　

　　　　　　「止めよう！暴走する教育改革」

　　２００３/９/７(日)　午後１：３０～４：45

　　八王子クリエイトホール　10階　第2学習室　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　JR八王子駅北口　徒歩3分　

　　第１部　

　　　　　根津公子さんの報告　

　　　　　会員による活動報告　

　ミニ講演　意見交換　アトラクション

　　　　休憩

第２部　

　　　講演　　大内裕和氏　（松山大学人文学部社会学科助教授）

　　　「戦後が戦前につながる…　教育基本法改悪と指導力不足教員問題」

……「今、これだけ熱い学者がいることにえらく感動いたしました。　願わなければかなわない。少し恥ずかしく、勇気づけられました。……具体的でわかりやすく緊張感があり、志の高さを感じます。」

西南大学での講演会を聞いた人の声から
恐れ入りますが資料代として５００円いただきます。(チケットあります)

９・７総会で講演する大内裕和さんの主張をご紹介します　(愛媛新聞より要旨)
　教育基本法改悪は単なる法律問題ではなく、この20年間の教育改革の延長上にある。「ゆとり」「個性化」というスローガンで進められてきた教育改革が、皮肉にも学校現場の「ゆとり」「個性」を奪い、子どもたちは興味や意欲、関心を評価されるので、自身の人格を先生によく見せる非人間的な努力を強いられる。さらに「特色のある学校づくり」は校長の権限強化につながり、物言わぬ教員を増やしている。これらの根底には市場の競争原理を持ち込む「新自由主義」と国家統制を目指す「国家主義」の結合がある。

　最も大きな問題は教育振興基本計画を教育基本法に導入しようとしていること。現法は戦前の教育勅語を否定することからできた理念法だが、同基本計画が導入されると行政施策法に変わってしまう。つまり教育行政そのものを定める法になってしまう。第十条で教育行政による「不当な支配」を禁じた現法は骨抜きにされ、文部科学省の教育政策の決定力が強くなる。

　財政難により今後義務教育への国庫支出は削減され、地方の教育費はカットされていくだろう。市場原理の導入が次々進む中で教育基本法が改悪されると、学校教育における平等化は完全に否定され、エリートとノンエリートという社会の二極化は一気に進む。そうなると貧困層や失業者は増大し、犯罪も増えるだろうが、政府は社会の破たんを抑えるため、「たくましい日本人」や「国を愛する心」といった「国家主義」でこの矛盾を繕おうとしている。「愛国心」評価、心の教育推進、「心のノート」等、国家による子どもの心への介入はすでに始まり、戦後培われてきた平和意識を払拭しようとしている。基本法改悪を通さないことが戦争国家をくい止める道である。


改めてお知らせいたします。　　　編集部

根津公子さんは、2003年８月現在、裁判を二つ

抱えています。

東京地裁八王子支部での「石川中裁判」と東京

都人事委員会での「多摩中事件公開口頭審理」

です。編集部では、混乱を避けるために「石川中

裁判」を白い紙(白紙版)で「多摩中関係」を赤い

紙(赤紙版・多摩版)で発行してきました。

裁判や公開審理の日程、傍聴記などは、白と赤と

で分けて載せておりますので、お間違いのないよ

うによろしくお願いいたします。

また、傍聴記のほかにも、皆様の根津さん支援勝

手連の活動記録なども募集しています。

　どしどしお便りを下さい。



















お間違いないようにお願いします














